






農地についての税金が変わりました

・農業委員会が農地所有者に対して農地中間管理機構と協議すべきことを勧告した農業振興地域内の遊休農地

・勧告は、機構への貸付の意思を表明せず、自ら耕作の再開をしないなど、遊休農地を放置している場合に限定

遊休農地を放置すると税金が高くなる場合があります

遊休農地について：島原市農業委員会（島原市役所有明庁舎１階）
℡０９５７－６８－５４８５

農地中間管理機構について：島原市役所農林水産課（島原市役所有明庁舎１階）

℡０９５７－６８－５４８３

対象となる遊休農地

課税強化の手法

勧告（課税強化）されない場合

・利用意向調査において、機構に貸し付ける旨の意思を表明した場合。
・農業委員会が非農地と判断した場合。

・遊休農地が解消されたことが確認できた場合。
・その農地を農地中間管理機構が借り入れた場合。

通常の農地の固定資産税の評価額は、売買価格×0.55（限界収益率）となっていますが、遊休農地には、
0.55を乗じないことになります。 ➡ 結果的に強化後は１．８倍の固定資産税額となります。

平成２９年度から実施。具体的には、平成３１年１月１日時点で勧告が行われている農地について、平成３１
年度固定資産税に反映されます。以後毎年１月１日時点の勧告されている農地に実施されます。

対 象 者
・所有するすべての農地を（１０ａ未満の自作地を除く）
新たに、まとめて農地中間管理機構に１０年以上の期間で貸し付けた者。
※既に既存制度により貸し付けている農地は解約して機構に貸し付ける必要があります。
課税軽減の手法
新たに機構に貸し付けた農地にかかる固定資産税が以下の期間中１/２に軽減されます。
①１５年以上の期間で貸し付けた場合には、５年間
②１０年以上１５年未満の期間で貸し付けた場合には、３年間
実施時期

２８年度から実施。
平成30年4月1日から固定資産税の賦課期日である平成31年1月1日までに機構に貸し付けた場合には、平成
31年度に納付する固定資産税より適用されます。

その他
・軽減制度の適用期間は２年間（２年ごとに延長の議論が行われます）

実施時期

勧告（課税強化）の解除要件

機構に農地を貸し付けると税金が安くなる場合があります

長崎県農地利活用推進室

問い合わせ先

・軽減の対象となる農地は、農業振興地域内の農地に限ります。
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